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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２７年７月３日（平成２７年（行情）諮問第４３１号） 

答申日：平成２９年３月２１日（平成２８年度（行情）答申第７９６号） 

事件名：「航空宇宙技術動向が航空防衛に及ぼす影響に関する研究の成果につ

いて」等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「「兵器体系研究（空幕研究または空自指定研究）」に該当する研究開

発の成果報告のうち２０１２．４．２４－本本Ｂ１１８で特定された以降

に策定されたもの。＊電磁的記録が存在する場合，その履歴情報も含

む。」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に対し，別紙１に掲

げる５１文書（以下，併せて「本件対象文書」という。）を特定し，その

一部を不開示とした決定については，本件対象文書を特定したことは妥当

であるが，別紙３に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年４月３０日付け防官文第７

６０５号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行

った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求

める。 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人の主張する異議申立ての理由は，異議申立書並びに意見書１

及び２の記載によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）本件対象文書につき，本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイ

ル形式以外の電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求め

る。 

（２）本件対象文書の履歴情報が特定されていなければ，改めてその特定を

求める。 

（３）特定されたＰＤＦファイルが本件対象文書の全ての内容を複写したも

のであるかの確認を求める。                   

（４）「本件対象文書の内容と関わりのない情報」（平成２４年４月４日付

け防官文第４６３９号）として開示されなかった情報が存在するなら，

改めてその特定と開示・不開示の判断を求める。 

（５）原処分で一部不開示とされた部分につき，当該部分に記録された内容
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を精査し，支障が生じない部分については開示すべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 経緯 

   本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

これに該当する行政文書として本件対象文書に文書１ないし５及び４９の

かがみを加えたものを特定した。 

本件開示請求に対しては，法１１条を適用し，まず，平成２６年４月２

５日付け防官文第６１００号により，文書１ないし５及び４９のそれぞれ

のかがみについて開示決定を行った後，平成２７年４月３０日付け防官文

第７６０５号により，残りの部分（本件対象文書）について，その一部が

法５条１号ないし３号の不開示情報に該当することから，当該部分を不開

示とする一部開示決定（原処分）を行った。本件異議申立ては，原処分に

対してされたものである。 

２ 異議申立人の主張について 

（１）異議申立人は，「本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形

式以外の電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求める」

として，処分庁が原処分における行政文書開示決定通知書においてＰＤ

Ｆファイル形式の電磁的記録を特定したかのように述べるが，法その他

の関係法令において，電磁的記録の記録形式を特定し，明示しなければ

ならないことを義務付けるような趣旨の規定はないことから，原処分に

おいては「ＰＤＦファイル形式」と電磁的記録の記録形式まで特定して

おらず，また，原処分において特定した電磁的記録以外に本件開示請求

に該当する電磁的記録は保有していない。 

（２）異議申立人は，「本件開示決定通知からは不明である」として，本件

対象文書の履歴情報についても特定を求めるが，法その他の関係法令に

おいて，履歴情報を特定しなければならないことを義務付けるような趣

旨の規定はないことから，履歴情報を特定することはしていない。 

（３）異議申立人は，「本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複写

の交付が行われている場合，本件対象文書の内容が，交付された複写に

は欠落している可能性がある。」として，特定されたＰＤＦファイルが

本件対象文書の全ての内容を複写しているか確認を求めるが，上記

（１）のとおり原処分においては「ＰＤＦファイル形式」と電磁的記録

の記録形式まで特定しておらず，また，本件異議申立てがされた時点に

おいては，異議申立人から開示の実施の申出がなされていないことから，

開示の実施は行われておらず，したがって複写の交付も行われていない。 

（４）異議申立人は，「平成２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示す

ような「本件対象文書の内容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な

判断は，法に反する」として，当該情報の特定と開示・不開示の判断を
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改めて求めるが，法その他の関係法令において，履歴情報等についてま

で特定し，開示・不開示の判断をしなければならないような趣旨の規定

はない。 

（５）異議申立人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分につ

いては開示すべきである。」として，原処分のうち一部の不開示部分に

ついてその取消しを求めるが，本件対象文書の法５条該当性を十分に検

討した結果，その一部が別紙２のとおり同条１号ないし３号に該当する

ことから当該部分を不開示としたものであり，その他の部分については

開示している。 

（６）以上のことから，異議申立人の主張にはいずれも理由がなく，原処分

を維持することが適当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２７年７月３日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月２２日       審議 

   ④ 同年８月４日      異議申立人から意見書１及び２を収受 

   ⑤ 平成２９年２月２２日  本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年３月２日      審議 

      ⑦ 同月１６日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，航空自衛隊において作成された，「兵器体系研究」に

該当する調査，研究の成果報告であり，処分庁はその一部を法５条１号，

２号イ及び３号に該当するとして不開示とする原処分を行った。 

これに対し，異議申立人は本件対象文書のＰＤＦファイル形式以外の電

磁的記録の特定及び不開示部分の開示等を求めており，諮問庁は原処分を

維持することが適当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果

を踏まえ，本件対象文書の特定の妥当性（ＰＤＦファイル形式以外の電磁

的記録の保有の有無）及び不開示部分の不開示情報該当性について検討す

る。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，次のとおりであった。 

ア 本件対象文書のうち，文書６及び１３ないし２０の各添付書類の一

部については，紙媒体及びＰＤＦファイル形式の電磁的記録を特定し，

その他の文書は紙媒体のみを特定している。 

イ 文書６及び１３の各添付書類の一部は，航空自衛隊の担当者がその
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原稿を電磁的記録として作成し，文書完成後に当該電磁的記録をＰＤ

Ｆファイル形式に変換した上で，原稿である電磁的記録は保存の必要

がないため廃棄したものであり，また，文書１４ないし２０の各添付

書類の一部は，特定企業から紙媒体及びＰＤＦファイル形式の電磁的

記録で納品されたものであり，防衛省において，その他の電磁的記録

は保有していない。 

（２）そこで検討すると，各文書の体裁に照らし，諮問庁の上記（１）イの

説明が不自然，不合理とはいえず，また，ほかに電磁的記録を保有して

いることをうかがわせる事情は存しないことから，防衛省において本件

対象文書のＰＤＦファイル形式以外の電磁的記録を保有しているとは認

められない。 

３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）本件対象文書のうち一部については，既に開示の実施が行われている

とのことであるが，当審査会において確認したところ，開示実施文書に

おいてマスキングされている部分のうち，別紙４に掲げる部分について

は，行政文書開示決定通知書では不開示とした部分として明示されてい

ないことが認められた。 

その理由について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたと

ころ，行政文書開示決定通知書の「不開示とした部分」への記載漏れと

のことであった。 

しかしながら，原処分は，行政文書開示決定通知書に表示されたとお

りの内容で行われたと解すべきであり，上記部分は，原処分（行政文書

開示決定通知書）において開示された部分と認められるから，異議申立

ての対象外と解されるので，当審査会では，上記部分の不開示情報該当

性についての判断は行わない。 

（２）以上を前提として，以下，検討する。 

  ア 個人に関する情報 

別紙２の番号５６に掲げる部分には，特定企業の担当者名が記載さ

れていることが認められる。 

  当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であ

って，特定の個人を識別することができるものに該当し，同号ただし

書イないしハに該当する事情も認められない。 

  さらに，当該部分は，個人識別部分に該当すると認められることか

ら，法６条２項による部分開示の余地はなく，法５条１号に該当し，

不開示とすることが妥当である。 

イ 企業の業務上のノウハウ等に係る情報 

  別紙２の番号１４，１６，１８，２０，２２，２４，２６及び５７

に掲げる部分（別紙３の番号４ないし７及び９に掲げる部分を除



 5 

く。）には，特定企業が独自に収集及び分析した情報が記載されてい

ることが認められる。 

  当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，当該部分は，

装備品等を開発する企業の業務上のノウハウに関する内部情報等であ

り，これを公にすると，特定企業の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるとのことであった。 

  諮問庁の上記説明は是認することができ，当該部分は，これを公に

することにより，特定企業の権利，競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがあると認められるので，法５条２号イに該当し，不開

示とすることが妥当である。 

  しかしながら，別紙３の番号４ないし７及び９に掲げる部分には，

一般的・抽象的な内容などが記載されているにすぎず，これを公にし

ても，特定企業の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れがあるとは認められないから，法５条２号イに該当せず，開示すべ

きである。 

ウ 航空自衛隊の防衛力整備に資するための諸研究に係る情報 

  別紙２の番号１及び２に掲げる部分には，航空自衛隊の防衛力整備

に資するための諸研究に係る情報が記載されていることが認められる。 

  当該部分のうち，別紙３の番号１に掲げる部分を除く部分は，これ

を公にすることにより，我が国の防衛力の現状及び将来構想等が推察

され，自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及ぼし，ひいては我が国

の安全を害するおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当

の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

  しかしながら，別紙３の番号１に掲げる部分には，他の開示部分か

ら容易に推測ができる内容が記載されているにすぎず，これを公にし

ても，自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及ぼし，ひいては我が国

の安全が害されるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相

当の理由があるとは認められないので，法５条３号に該当せず，開示

すべきである。 

エ 航空自衛隊の装備品及び通信に係る情報 

  別紙２の番号３ないし１３，１５，１７，１９，２１，２３，２５，

２７ないし５５及び５８に掲げる部分には，航空自衛隊の装備品及び

通信に係る情報が記載されていることが認められる。 

  当該部分のうち，別紙３の番号２，３，８及び１０ないし１３に掲

げる部分を除く部分は，これを公にすることにより，航空自衛隊の装

備品の質的能力及び通信の性質・性能の一端が推察され，自衛隊の任

務の効果的な遂行に支障を及ぼし，ひいては我が国の安全を害するお
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それがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認

められるので，法５条３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

  しかしながら，別紙３の番号２，３，８及び１０ないし１３に掲げ

る部分には，他の開示部分から容易に推測ができる内容や一般的・抽

象的な内容が記載されているにすぎず，これを公にしても，自衛隊の

任務の効果的な遂行に支障を及ぼし，ひいては我が国の安全が害され

るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある

とは認められないので，法５条３号に該当せず，開示すべきである。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

 ５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条１号，２号イ及び３号に該当するとして不開示とし

た決定について，諮問庁が，防衛省において本件対象文書のＰＤＦファイ

ル形式以外の電磁的記録を保有していないとしていることは妥当であり，

不開示とされた部分のうち，別紙３に掲げる部分を除く部分は，同条１号，

２号イ及び３号に該当すると認められるので，不開示としたことは妥当で

あるが，別紙３に掲げる部分は，同条２号イ及び３号のいずれにも該当せ

ず，開示すべきであると判断した。 

（第４部会） 

  委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子  
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別紙１（本件対象文書） 

 

文書 行政文書の名称 

１ 航空宇宙技術動向が航空防衛に及ぼす影響に関する研究の成果につ

いて（報告）（１７－Ｒ１（Ｄ））（開発集団研第８号。２４．

６．２９）（かがみを除く） 

２ 航空宇宙技術動向が航空防衛に及ぼす影響に関する研究の成果につ

いて（報告）（１７－Ｒ１（Ｄ））（開発集団研第８号。２５．

５．３１）（かがみを除く） 

３ 衛星を活用した大容量情報伝送に関する調査研究の成果について

（報告）（１７－Ｒ３（Ｄ））（開発集団研第１０号。２５．６．

２８）（かがみを除く） 

４ 携帯型地対空誘導弾の基礎的運用研究（その２）（１）の成果の概

要について（報告）（登録外報告）（開発集団研第６号。２４．

５．１７）（かがみを除く） 

５ 携帯型地対空誘導弾の基礎的運用研究（その２）（２）（平成２４

年度実施分）の成果について（報告）（登録外報告）（開発集団研

第１１号。２５．６．２８）（かがみを除く） 

６ 平成２４年度次期輸送機の技術・実用試験中間成果報告について

（報告）（自発報告）（開発集団開第７号。２５．２．５） 

７ 平成２４年度次期輸送機の技術・実用試験中間成果報告（その２）

について（報告）（自発報告）（開発集団開第２０号。２５．５．

１５） 

８ Ｆ－２の技術的追認（その１２）に関する成果について（報告）

（１６－Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第４１号。２４．６．２９） 

９ Ｆ－２の技術的追認（その１３）（５００ポンド普通爆弾４発形態

の派生形態の投下投棄領域拡大）に関する成果について（報告）

（１６－Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第１０２号。２４．１２．２

０） 

１０ Ｆ－２の技術的追認（その１３）のうちＡＡＭ－４及びＧＢＵ－３

８混載形態の飛行領域拡大及びＡ６－１形態（ＡＩＭ－７及びＡＡ

Ｍ－３形態）の発射順序制限解除に関する成果について（報告）

（１６－Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第２５号。２５．６．２０） 

１１ Ｆ－２の技術的追認（その１４）（ＡＣＭＩ ＰＯＤ搭載に関する

兵装形態拡大及び技術資料収集等）の成果について（報告）（１６

－Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第４０号。２５．８．９） 
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１２ Ｆ－２の技術的追認（その１４）（飛行制御則（空中受油試験用）

に関する技術資料の収集）に関する成果について（報告）（１６－

Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第６０号。２５．１１．２６） 

１３ 平成２３年度ミサイルの技術的追認に関する成果について（報告）

（１６－Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第３２号。２４．６．７） 

１４ 平成２２年度ＡＩＭ－９Ｌ誘導弾経年変化特性調査の成果について

（報告）（登録外報告）（開発集団開第３４号。２４．６．２２） 

１５ 平成２２年度ＡＳＭ－２誘導弾経年変化特性調査の成果について

（報告）（登録外報告）（開発集団開第３５号。２４．６．２２） 

１６ 平成２３年度ＡＡＭ－３誘導弾経年変化特性調査の成果について

（報告）（登録外報告）（開発集団開第２７号。２５．６．２５） 

１７ 平成２３年度ＡＩＭ－９Ｌ誘導弾経年変化特性調査の成果について

（報告）（登録外報告）（開発集団開第４９号。２５．９．２５） 

１８ 平成２３年度ＡＳＭ－１誘導弾経年変化特性調査の成果について

（報告）（登録外報告）（開発集団開第５０号。２５．９．２５） 

１９ 平成２３年度ＡＳＭ－２誘導弾経年変化特性調査の成果について

（報告）（登録外報告）（開発集団開第５１号。２５．９．２５） 

２０ 平成２３年度８１式短距離地対空誘導弾経年変化特性調査の成果に

ついて（報告）（登録外報告）（開発集団開第５２号。２５．９．

２５） 

２１ 平成２３年度自動警戒管制システムの技術的追認の成果について

（報告）（１６－Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第４２号。２４．６．

２９） 

２２ 平成２４年度自動警戒管制システムの技術的追認の中間成果につい

て（登録外報告）（開発集団開第１０３号。２４．１２．２１） 

２３ 平成２４年度自動警戒管制システムの技術的追認の成果について

（報告）（１６－Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第３０号。２５．６．

２７） 

２４ 平成２３年度警戒管制レーダーの技術的追認の成果について（報

告）（１６－Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第４０号。２４．６．２

９） 

２５ 平成２４年度警戒管制レーダーの技術的追認の成果について（報

告）（１６－Ｒ８（Ｄ））（開発集団開第２９号。２５．６．２

７） 

２６ 電波環境技術調査（沖永良部島分屯基地：Ｊ／ＦＰＳ－７）成果に

ついて（報告）（登録外報告）（電実群第２８１号。２４．９．

６） 
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２７ 電波環境技術調査（高畑山分屯基地：Ｊ／ＦＰＳ－７）成果につい

て（報告）（登録外報告）（電実群第２８２号。２４．９．６） 

２８ 電波環境技術調査（高畑山分屯基地：戦術データ交換システム Ｔ

ＤＳ）成果について（報告）（登録外報告）（電実群第２９７号。

２４．９．１８） 

２９ 電波環境技術調査（美保基地：Ｊ／ＦＰＱ－７）成果について（報

告）（登録外報告）（電実群第３８０号。２４．１２．５） 

３０ 電波環境技術調査（新田原基地：Ｊ／ＦＰＨ－９，Ｊ／ＴＰＨ－７

０１及びＪ／ＴＰＨ－７０２）成果について（報告）（登録外報

告）（電実群第３８１号。２４．１２．５） 

３１ 電波環境技術調査（笠取山分屯基地：Ｊ／ＦＰＳ－３）成果につい

て（報告）（登録外報告）（電実群第２１号。２５．１．２４） 

３２ 電波環境技術調査（＊＊＊：基地防空用地対空誘導弾）成果につい

て（報告）（登録外報告）（電実群第３１号。２５．１．２８） 

３３ 電波環境技術調査（＊＊＊：ペトリオット）成果について（報告）

（登録外報告）（電実群第３２号。２５．１．２８） 

３４ 電波環境技術調査（入間基地：Ｊ／ＦＰＱ－６）成果について（報

告）（登録外報告）（電実群第５５号。２５．２．２０） 

３５ 電波環境技術調査（三蛇山：Ｊ／ＴＰＳ－１０２）成果について

（報告）（登録外報告）（電実群第６９号。２５．３．６） 

３６ 電波環境技術調査（＊＊＊＊＊：ペトリオット）成果について（報

告）（登録外報告）（電実群第７０号。２５．３．６） 

３７ 電波環境技術調査（峯岡山分屯基地：戦術データ交換システム Ｔ

ＤＳ）成果について（報告）（登録外報告）（電実群第２６６号。

２５．９．１８） 

３８ 電波環境技術調査（山田分屯基地：戦術データ交換システム ＴＤ

Ｓ）成果について（報告）（登録外報告）（電実群第２６７号。２

５．９．１８） 

３９ 電波環境技術調査（＊＊＊＊：基地防空用地対空誘導弾）成果につ

いて（報告）（登録外報告）（電実群第２６８号。２５．９．１

８） 

４０ 電波環境技術調査（宮古島分屯基地：Ｊ／ＦＰＳ－７）成果につい

て（報告）（登録外報告）（電実群第２７２号。２５．９．２４） 

４１ 電波環境技術調査（入間基地：Ｊ／ＴＰＨ－７０２）成果について

（報告）（登録外報告）（電実群第２７３号。２５．９．２４） 

４２ 電波環境技術調査（千歳基地：Ｊ／ＴＰＨ－７０２）成果について

（報告）（登録外報告）（電実群第２９６号。２５．１０．２１） 
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４３ 電波環境技術調査（＊＊＊＊：ペトリオット）成果について（報

告）（登録外報告）（電実群第３２０号。２５．１１．１９） 

４４ 電波環境技術調査（百里基地：Ｊ／ＦＰＨ－９及びＪ／ＴＰＨ－７

０２）成果について（報告）（登録外報告）（電実群第３３３号。

２５．１２．２） 

４５ 電波環境技術調査（串本分屯基地：戦術データ交換システム ＴＤ

Ｓ）成果について（報告）（登録外報告）（電実群第３５１号。２

５．１２．１７） 

４６ 電波環境技術調査（＊＊＊＊：基地防空用地対空誘導弾）成果につ

いて（報告）（登録外報告）（電実群第３４号。２６．２．５） 

４７ 電波環境技術調査（御前崎分屯基地：Ｊ／ＦＰＳ－２）成果につい

て（報告）（登録外報告）（電実群第３５号。２６．２．５） 

４８ 電波環境技術調査（＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊：ペトリオット）

成果について（報告）（登録外報告）（電実群第５３号。２６．

２．１９） 

４９ 大型機の光波自己防御に関する調査研究の中間成果について（報

告）（登録外報告）（開発集団研第９号。２５．５．３１）（かが

みを除く） 

５０ 平成２４年度緊急脱出装置用火工品の経年変化特性調査成果報告書 

５１ 平成２４年度ペトリオット・モニタリング・テストの成果について

（報告）（登録外報告）（飛実団開第２８７号。２５．７．３０） 

※ 「＊」は，文書名の一部が不開示とされている部分である。 
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別紙２（原処分において不開示とした部分及び理由） 

 

番号 文書 不開示とした部分 不開示とした理由 

１ 文書

１ 

別冊の５ページ，６ページ及

び１４ページないし１７ペー

ジのそれぞれ一部 

航空自衛隊の防衛力整備に資

するための諸研究に係る情報

であり，これを公にすること

により，我が国の防衛力の現

状及び将来構想等が推察さ

れ，任務の効果的な遂行に支

障を及ぼし，ひいては我が国

の安全を害するおそれがある

ことから，法５条３号に該当

する。 

別冊付録第１の４ページ，２

０ページ，２５ページないし

４１ページ及び４３ページな

いし４８ページのそれぞれ一

部 

別冊付録第３の２２ページな

いし２７ページのそれぞれ一

部 

別冊付録第４の２９ページ，

３０ページ及び３２ページな

いし４１ページのそれぞれ一

部 

別冊付録第５の１ページない

し７ページのそれぞれ一部 

２ 文書

２ 

別冊の４ページ，５ページ及

び１７ページのそれぞれ一部 

別冊付録第１の３６ページな

いし４４ページ，４６ページ

ないし５６ページ及び５８ペ

ージないし６４ページのそれ

ぞれ一部 

別冊付録第２の２４ページ，

４７ページ，４９ページ，５

４ページ，５６ページ，５７

ページ，５９ページ，６２ペ

ージ，６６ページ，７０ペー

ジ及び８２ページのそれぞれ

一部 

別冊付録第３の５０ページ，

６４ページないし６６ページ

及び７０ページのそれぞれ一
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部 

別冊付録第４の５７ページな

いし５９ページ及び７０ペー

ジないし７２ページのそれぞ

れ一部 

別冊付録第５の３８ページ，

３９ページ及び６３ページな

いし８１ページのそれぞれ一

部 

別冊付録第６の１４ページな

いし４８ページ，５０ペー

ジ，５１ページ，５４ページ

及び５５ページのそれぞれ一

部 

３ 文書

４ 

別冊の「携帯型地対空誘導弾

の基礎的運用研究（その２)

（１）の成果概要報告  要

旨」，用語の解，目次及び１

ページないし８５ページのそ

れぞれ一部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該

当する。 

 

別冊付録第１の２ページの一

部 

別冊付録第２の１ページない

し３４ページのそれぞれ一部 

４ 文書

５ 

別冊の１ページないし１９ペ

ージの一部 

別冊付録第１の目次及び１ペ

ージないし４０ページのそれ

ぞれ一部 

別冊付録第２の目次及び１ペ

ージないし４８ページのそれ

ぞれ一部 

別冊付録第３の１ページない

し２６ページの一部 

別冊付録第４の１ページない

し２４ページの一部 

別冊付録第５の目次及び１ペ
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ージないし５０ページのそれ

ぞれ一部 

別冊付録第６の２ページない

し１３ページの一部 

５ 文書

６ 

別冊第１の２ページないし１

４ページのそれぞれ一部 

別冊第３の２６ページ及び２

９ページないし３２ページの

それぞれ一部 

６ 文書

７ 

別冊の１６５ページの一部 

７ 文書

８ 

別冊の「Ｆ－２の技術的追認

（ そ の １ ２ ） 成 果 報 告 要

旨」，２ページないし７ペー

ジ，１０ページないし２５ペ

ージ，２７ページないし３４

ページ及び３６ページないし

３９ページのそれぞれ一部 

別冊付録第１の１ページない

し３ページ，６ページないし

９５ページ，９８ページない

し１３５ページ，１３８ペー

ジないし１５４ページ及び１

５６ページないし２０９ペー

ジのそれぞれ一部 

別冊付録第２の２ページない

し１５ページ，２０ページな

いし２６ページ，３０ページ

ないし３３ページ及び３５ペ

ージないし４７ページのそれ

ぞれ一部 

８ 文書

９ 

別冊の「成果報告要旨」，１

ページないし８ページ，１０

ページ及び１２ページないし

４９ページのそれぞれ一部 

９ 文書

１０ 

別冊の１ページ，４ページ，

６ページ，７ページ，１０ペ
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ージないし２１ページ，２３

ページないし３１ページ，３

３ページないし３９ページ，

４１ページないし６３ページ

及び６５ページないし１０６

ページのそれぞれ一部 

１０ 文書

１１ 

別冊の９ページないし１６ペ

ージ，１８ページないし２２

ページ，２４ページ，２５ペ

ージ，２７ページないし３０

ページ，３４ページないし６

４ページ，６７ページないし

７２ページ，７４ページ及び

７６ページのそれぞれ一部 

１１ 文書

１２ 

別冊の７ページ，１０ページ

ないし４８ページ，５０ペー

ジ，５３ページないし５７ペ

ージ，６０ページないし６３

ページ，６５ページ，６７ペ

ージないし７５ページ，７７

ページないし１１８ページの

それぞれ一部 

１２ 文書

１３ 

別冊の「平成２３年度ミサイ

ルの技術的追認成果報告要

旨」，「用語の解」及び２ペ

ージないし１０ページのそれ

ぞれ一部 

別冊付録の目次，1 ページな

いし１２ページのそれぞれ一

部 

１３ 文書

１４ 

別冊の 1 ページないし４ペー

ジ及び６ページないし１０ペ

ージのそれぞれ一部 

１４ 添付書類２の全部 法人が非公開とすることを条

件として米国政府の認可を得

たライセンサーから提供を受

けた情報であって，これを公
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にすることにより，法人とラ

イセンサーとの信頼関係が損

なわれ法人の事業活動に支障

を及ぼすことから，法５条２

号イに該当する。 

１５ 文書

１５ 

別冊の１ページないし４ペー

ジ及び６ページないし１４ペ

ージのそれぞれ一部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該

当する。 

１６ 添付書類２の表紙，目次及び

目的以外の全て 

法人が事業を営むに当たって

独自に収集及び分析した情報

であり，これを公にすること

により，当該法人の知的財産

であるノウハウに関する情報

が明らかとなり，当該法人の

権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあ

ることから，法５条２号イに

該当する。 

１７ 文書

１６ 

別冊の「平成２３年度ＡＡＭ

－３誘導弾経年変化特性調査

成果報告書要旨」，１ページ

ないし３ページ，５ページな

いし１９ページのそれぞれ一

部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該

当する。 

１８ 添付書類２の１－２ページな

いし１－１４ページ，２－３

ページないし２－Ａ１３０ペ

ージ及び３－３ページないし

法人が事業を営むに当たって

独自に収集及び分析した情報

であり，これを公にすること

により，当該法人の知的財産
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３－Ａ１１９ページの全て であるノウハウに関する情報

が明らかとなり，当該法人の

権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあ

ることから，法５条２号イに

該当する。 

添付書類２の４－２ページの

一部 

添付書類２の４－３ページな

いし４－Ａ３０ページ及び５

－３ページないし５－Ａ９ペ

ージの全て 

添付書類３の３ページないし

Ａ４０ページの全て 

１９ 文書

１７ 

別冊の「平成２３年度ＡＩＭ

－９Ｌ経年変化特性調査成果

報告要旨」，１ページないし

３ページ及び５ページないし

１３ページのそれぞれ一部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該

当する。 

２０ 添付書類２の２ページないし

１８９ページの全て 

法人が事業を営むに当たって

独自に収集及び分析した情報

であり，これを公にすること

により，当該法人の知的財産

であるノウハウに関する情報

が明らかとなり，当該法人の

権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあ

ることから，法５条２号イに

該当する。 

２１ 文書

１８ 

別冊の「平成２３年度ＡＳＭ

－１経年変化特性調査成果報

告要旨」及び１ページないし

１３ページのそれぞれ一部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該

当する。 
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２２ 添付書類２の２ページの一部 法人が事業を営むに当たって

独自に収集及び分析した情報

であり，これを公にすること

により，当該法人の知的財産

であるノウハウに関する情報

が明らかとなり，当該法人の

権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあ

ることから，法５条２号イに

該当する。 

添付書類２の３ページ以降の

全て 

添付書類３の２ページの一部 

添付書類３の３ページ以降の

全て 

２３ 文書

１９ 

別冊の「平成２３年度ＡＳＭ

－２経年変化特性調査成果報

告要旨」，１ページないし１

８ページのそれぞれ一部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該

当する。 

２４ 添付書類２の３ページの一部 法人が事業を営むに当たって

独自に収集及び分析した情報

であり，これを公にすること

により，当該法人の知的財産

であるノウハウに関する情報

が明らかとなり，当該法人の

権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあ

ることから，法５条２号イに

該当する。 

添付書類２の４ページ以降の

全て 

２５ 文書

２０ 

別冊の「平成２３年度８１式

短距離地対空誘導弾経年変化

特性調査成果報告書要旨」，

１ページないし１２ページの

それぞれ一部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該
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当する。 

２６ 添付書類２の１ページ以降の

全て 

法人が事業を営むに当たって

独自に収集及び分析した情報

であり，これを公にすること

により，当該法人の知的財産

であるノウハウに関する情報

が明らかとなり，当該法人の

権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあ

ることから，法５条２号イに

該当する。 

２７ 文書

２１ 

別冊の（１）ページないし

（３）ページ，（Ⅱ）ペー

ジ，（Ⅳ）ページ，（Ⅵ）ペ

ージないし（Ⅺ）ページ，目

次及び２ページないし１２１

ページのそれぞれ一部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該

当する。 

２８ 文書

２２ 

別冊の（１）ページないし

（３）ページ，（Ⅰ）ページ

ないし（Ⅲ）ページ，１ペー

ジないし８ページ，１０ペー

ジないし２１ページ及び２３

ページないし２７ページのそ

れぞれ一部 

２９ 文書

２３ 

別冊の（１）ページ，（２）

ペ ー ジ ， （ Ⅳ ） ペ ー ジ ，

（Ⅶ）ページないし（Ⅺ）ペ

ージ及び２ページないし７７

ページのそれぞれ一部 

３０ 文書

２４ 

別冊の「平成２３年度警戒管

制レーダーの技術的追認成果

報告要旨」，１ページ，４ペ

ージないし３１ページ，３３

ページ，３５ページないし１

０５ページ，１０８ページな

いし１１７ページ，１２１ペ

ージないし１２７ページ，１
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２９ページ，１３１ページな

いし１３３ページ，１３５ペ

ージないし１４９ページ，１

５２ページないし１５４ペー

ジ，１５６ページないし１６

９ページ及び１７１ページな

いし１７５ページのそれぞれ

一部 

３１ 文書

２５ 

別冊の「平成２４年度警戒管

制レーダーの技術的追認成果

報告要旨」，１ページないし

５５ページ及び５７ページな

いし１９５ページのそれぞれ

一部 

３２ 文書

２６ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（沖永良部島分屯

基地：Ｊ／ＦＰＳ－７）」，

用語の解，目次，１ページな

いし８ページ，１０ページな

いし１４ページ及び１６ペー

ジないし３８ページのそれぞ

れ一部 

航空自衛隊の通信に係る情報

であり，これを公にすること

により，通信の性質・性能の

一端が推察され，自衛隊の任

務の効果的な遂行に支障を及

ぼし，ひいては我が国の安全

を害するおそれがあることか

ら，法５条３号に該当する。 

３３ 文書

２７ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（高畑山分屯基

地：Ｊ／ＦＰＳ－７）」，用

語の解，目次，１ページない

し７ページ及び９ページない

し３７ページのそれぞれ一部 

３４ 文書

２８ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（高畑山分屯基

地：戦術データ交換システム  

ＴＤＳ）」，用語の解，目次

及び１ページないし１３ペー

ジのそれぞれ一部 

３５ 文書

２９ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（美保：Ｊ／ＦＰ

Ｑ－７）」，１ページ及び３
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ページないし１３ページのそ

れぞれ一部 

３６ 文書

３０ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（新田原基地：Ｊ

／ＦＰＨ－９，Ｊ／ＴＰＨ－

７０１及びＪ／ＴＰＨ－７０

２）」，目次及び１ページな

いし２１ページのそれぞれ一

部 

３７ 文書

３１ 

別冊の「電波環境技術調査

（笠取山分屯基地：Ｊ／ＦＰ

Ｓ－３）成果報告要旨」，用

語の解及び１ページないし１

３ページのそれぞれ一部 

３８ 文書

３２ 

件名並びに別冊の表紙，「電

波環境技術調査成果報告要

旨」，用語の解，目次及び１

ページないし１４ページのそ

れぞれ一部 

３９ 文書

３３ 

件名並びに別冊の表紙，「電

波環境技術調査成果報告要

旨」，目次及び１ページない

し１４ページのそれぞれ一部 

４０ 文書

３４ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（入間基地：Ｊ／

ＦＰＱ－６）」，１ページ，

３ページないし５ページ及び

７ページないし２５ページの

それぞれ一部 

４１ 文書

３５ 

件名並びに別冊の表紙，「電

波環境技術調査成果報告要

旨」，用語の解，目次及び１

ページないし２１ページのそ

れぞれ一部 

４２ 文書

３６ 

件名並びに別冊の表紙，「電

波環境技術調査成果報告要

旨」，目次及び１ページない
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し１７ページのそれぞれ一部 

４３ 文書

３７ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（峯岡山分屯基

地：戦術データ交換システム 

ＴＤＳ）」，用語の解及び１

ページないし１２ページのそ

れぞれ一部 

４４ 文書

３８ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（山田分屯基地：

戦術データ交換システム Ｔ

ＤＳ）」及び１ページないし

９ページのそれぞれ一部 

４５ 文書

３９ 

件名並びに別冊の表紙，「電

波環境技術調査成果報告要

旨」，目次及び１ページない

し２１ページのそれぞれ一部 

４６ 文書

４０ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（宮古島分屯基

地：Ｊ／ＦＰＳ－７）」，用

語の解，目次，１ページない

し７ページ及び９ページない

し３８ページのそれぞれ一部 

４７ 文書

４１ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（入間基地：Ｊ／

ＴＰＨ－７０２）」，目次，

１ページ，２ページ及び４ペ

ージないし１７ページのそれ

ぞれ一部 

４８ 文書

４２ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（千歳基地：Ｊ／

ＴＰＨ－７０２）」，目次及

び１ページないし１６ページ

のそれぞれ一部 

４９ 文書

４３ 

件名並びに別冊の表紙，「電

波環境技術調査成果報告要

旨」，用語の解，目次及び１

ページないし２３ページのそ
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れぞれ一部 

５０ 文書

４４ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（百里基地：Ｊ／

ＦＰＨ－９及びＪ／ＴＰＨ－

７０２）」，目次及び１ペー

ジないし２０ページのそれぞ

れ一部 

５１ 文書

４５ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（串本分屯基地：

戦術データ交換システム Ｔ

ＤＳ）」，用語の解，目次及

び１ページないし１５ページ

のそれぞれ一部 

５２ 文書

４６ 

件名並びに別冊の表紙，「電

波環境技術調査成果報告要

旨」，用語の解，目次及び１

ページないし１６ページのそ

れぞれ一部 

５３ 文書

４７ 

別冊の「電波環境技術調査成

果報告要旨（御前崎分屯基

地：Ｊ／ＦＰＳ－２）」，用

語の解，目次，１ページ及び

３ページないし２１ページの

それぞれ一部 

５４ 文書

４８ 

件名並びに別冊の表紙，「電

波環境技術調査成果報告要

旨」，用語の解，１ページな

いし３７ページのそれぞれ一

部 

５５ 文書

４９ 

別冊の「大型機の光波自己防

御に関する調査研究の中間成

果報告要旨」，６ページない

し１１ページ，１３ページな

いし１７ページ，１９ページ

ないし２８ページ及び３０ペ

ージないし８３ページのそれ

ぞれ一部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該
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当する。 

５６ 文書

５０ 

 

添付書類の１枚目の一部 個人に関する情報であり，特

定の個人が識別されることか

ら，法５条１号に該当する。 

５７ 添付書類の添付書類１の目次

以降の全てのページのそれぞ

れ一部 

法人が非公開とすることを条

件として米国政府の認可を得

たライセンサーから提供を受

けた情報であって，これを公

にすることにより，法人とラ

イセンサーとの信頼関係が損

なわれ法人の事業活動に支障

を及ぼすことから，法５条２

号イに該当する。 

５８ 

 

文書

５１ 

 

別冊４ページ，５ページ，７

ページ及び８ページのそれぞ

れ一部 

航空自衛隊の装備品に係る情

報であり，これを公にするこ

とにより，航空自衛隊の装備

品の質的能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該

当する。 

別冊付録１ページないし３０

ページのそれぞれ一部 
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別紙３（開示すべき部分） 

 

番号 文書 具体的箇所 

１ 文書１ 別冊付録

第３ 

２７ページの表４－５における「技術課題」

欄の最上段 

２ 文書５ 

 

別冊 １ページの「目的」欄 

別冊付録

第１ 

１ページの「１ 目的」直下の１行目及び２

行目 

別冊付録

第４ 

８，１２，１６及び１７ページの各標題部分 

３ 文書８ 別冊付録

第１ 

７ページの表の標題部分 

４ 

 

文書１５ 添付書類

２ 

３枚目の大枠内の４行目ないし８行目 

５ 文書１６ 添付書類

２ 

１－２ページの大枠内の１行目ないし６行目 

２－５ページの大枠内の１行目ないし９行目 

３－５ページの大枠内の１行目ないし９行目 

４－４ページの大枠内の１行目ないし９行目 

５－４ページの大枠内の１行目ないし９行目 

添付書類

３ 

４ページの大枠内の１行目ないし４行目及び

１０行目ないし１２行目 

６ 文書１８ 添付書類

２ 

２ページの不開示部分の全て 

３ページの大枠内の１行目ないし８行目 

添付書類

３ 

２ページの不開示部分の全て 

３ページの大枠内の１行目ないし８行目 

７ 文書１９ 添付書類

２ 

３ページの大枠内の５行目ないし９行目 

８ 

 

文書２０ 別冊 「平成２３年度８１式短距離地対空誘導弾経

年変化特性調査成果報告書要旨」の「成果の

概要」欄の１及び７行目 

９ 添付書類

２ 

１ページの不開示部分の全て 

１０ 文書２９ 別冊 １３ページの図の標題部分 

１１ 文書３０ 

 

別冊 

 

目次の最下行の不開示部分 

２１ページの図の標題部分 

１２ 文書３４ 別冊 ２４及び２５ページの図の標題部分 

１３ 文書４０ 別冊 「用語の解」の表の「用語」及び「名称」欄
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の２段目 

１４ページの不開示部分 

※ 空白行は数えない。 
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別紙４（開示実施において不開示とされたが原処分において開示とされている

部分） 

 

番号 文書 具体的箇所 

１ 文書１ 別冊付録

第１ 

５ページの図第２－１における「日本」の枠

内の「ＡＡＭ－４」直下の行及び７ページの

図第２－２の全て 

別冊付録

第２ 

３７ページの表３－１の全て 

別冊付録

第３ 

２１ページの図４－２の全て及び２８ページ

の表４－６の全て 

２ 文書２ 

 

別冊付録

第２ 

６７ページの表４－１１の全て，７１ページ

の図４－１４の全て，７２ページの表４－１

６の「コスト（億円）」欄及び７３ページの

表４－１７の備考欄 

別冊付録

第３ 

５２ページの図第４－２－１の全て，５３ペ

ージの図第４－２－２の全て，５５ページの

図第４－３の全て，５７ページの図第４－４

の全て，５９ページの図第４－５の全て，６

９ページの図第６－１の全て及び７２ページ

の図第６－２の全て 

別冊付録

第６ 

１１ページの図１－２の全て及び同図の標題

直下の１行目ないし４行目並びに５６ページ

の表４－１及び表４－２の全て 

※ 空白行は数えない。 

 


